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1. 研究の背景と目的 
 リアル店舗で商品を試すもののそこでは購買せずに、のちにインターネットを通じ
てより低価格で販売している店舗を検索し、そこで購買するという行動、いわゆる  
ショールーミング（showrooming）と呼ばれる行動が顕著に見られるようになった。 
アメリカの大手調査会社である Gallup が 2013 年に実施した調査によれば、回答者
の約6％が調査対象期間（5日間）にショールーミングによって購買を行い、約3％が
ショールーミングによる購買を予定しているという。またこうした経験をしたことが
ある回答者は全体の約40％にものぼったと報告されている（Gallup 2013）。国内に関
しても、クロス・マーケティングが2014年に行った調査において、回答者の16％が
ショールーミングの経験があり、そのうちの83％がそうした購買を継続していると報
告されている（クロス・マーケティング 2014）。また興味深いことは、ショールーミ
ングを積極的に行っている回答者ほど、単に低価格での購買に魅力を感じているだけ
でなく、そうした行動自体に楽しみやおもしろさを感じているということである。 
 これまでリアル店舗を中心にビジネスを展開してきた企業にとってこうした購買行
動は脅威である。現在、そのための対策として様々な活動が試みられているが、その
中でも基本的な活動は、既存のチャネル（たとえばリアル店舗）だけでなく、新しい
チャネル（たとえばオンライン店舗）を構築し、チャネル間の連携を高めることによ
って、購買機会を増やし、顧客を自社のチャネルに留め、競合商品を購買させないと
いうことである（Nunes and Cespedes 2003）。実際、近年においては製造から小売ま
での流通段階を問わず、多くの企業がオンライン店舗を開設しており、そこでの売上
高も増加している（経済産業省 2014）。 
 上記のような企業の活動は、マルチチャネル戦略もしくは O2O マーケティングと
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呼ばれる。その実施において重要なことは、消費者のチャネル選択の動機および複数
チャネル利用の特徴を理解することであり、それに応じたマーケティング展開を図る
ことである（Neslin, Grewal, Leghorn, Shankar, Teerling, Thomas and Verhoef 
2006）。 
 本研究の目的は、特定の企業との取引において複数のチャネルを利用する消費者の
特徴を分析することである。のちほど触れることになるが、これまでも多くの研究に
よって消費者の複数のチャネル利用について検証がなされてきた。本研究では、これ
らの研究を踏まえて、とくに購買カテゴリ数と消費者の複数チャネル利用の関連を捉
える。また、既存研究では充分に考察されてこなかった1つの買物という視点での分
析を試みる。1 つの買物とは、購買を 1 日で完了すると捉えるのではなく、買い忘れ
や買い逃し、あるいは購買意思決定の保留によって、当初の購買がなされた後、数日
経過してからなされる購買をあわせて最終的な目的（買物）が達成されるという行動
を意味する概念である。 
 本研究の結論として以下のことを示す。すなわち、第一に、消費者の購買カテゴリ
数が増えると複数チャネル利用が促進される一方で、購買カテゴリ数が増加しない消
費者は複数のチャネルを利用しにくく、その金銭的価値も低いということである。第
二に、複数のチャネルを利用する顧客の中でも金銭的価値が大きいのは、比較的短期
間の内に複数のカテゴリの商品を複数のチャネルを利用して購買する消費者であると
いうことである。そして第三に、購買するカテゴリ数を増やしつつオンライン店舗を
利用するようになる（利用チャネルを増加させる）消費者は、その企業との取引関係
から離脱しにくいことを示す。 
 
2. 既存研究のレビューと本研究の着眼点 
 これまで多くの研究によって、一定期間において複数のチャネルを利用する顧客の
金銭的な価値は単一のチャネルを利用しつづける顧客よりも大きいことが指摘されて
きた（レビューとして、Neslin et al. 2006; Neslin and Shankar 2009）。 
 近年では、なぜこうしたことが起こるのかということ、すなわち消費者の複数チャ
ネル利用と金銭的な価値についての因果関係についての検証が試みられている。現時
点においては充分な成果が得られているとはいいがたい状況ではあるが、いくつかの
変数が消費者の複数チャネル利用と関連があることが指摘されている。 
 Thomas and Sullivan（2005）では、複数の小売商品カテゴリを対象に分析を行っ
た結果、複数のチャネルを利用する顧客は単一のチャネルを利用する顧客よりも購買
アイテム数および購買カテゴリ数が大きいことを見出している。また、Kumar and 
Venkatesan（2005）では、コンピュータのハードウェアおよびソフトウェアの顧客購
買データを用いて、購買回数が多い顧客、企業の従業員との間でパーソナル・コンタ
クトが多い顧客、クロス購買をしている顧客は複数のチャネルを利用する傾向が強い
ことを明らかにしている。さらに大瀬良（2014）では、化粧品およびサプリメントの
顧客購買データを分析に用いて、複数のチャネルを利用する顧客の中でも、それらを
頻繁に使い分けて利用する顧客ほど、購買回数、購買点数および購買カテゴリ数が多
いことを明らかにしている。また、追加的な分析よって、購買回数よりも購買カテゴ
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リ数のほうが複数チャネル利用との関連が強いことも明らかにしている。 
 こうしたことをまとめると、企業との取引経験を積み重ねる中で、購買頻度や従業
員とのパーソナル・コンタクト、そして購買カテゴリ数を増加させていった顧客が、
利便性や買物に対する楽しみを求めて複数のチャネルを利用するようになるというプ
ロセスを仮定することができる。またそうした行動の結果、企業により多くの利益を
もたらすということが想定できよう。 
 これらの変数の中で複数チャネル利用と関連がもっとも強いと考えられるのが購買
カテゴリ数である。大瀬良（2014）においてすでにそのことが指摘されているが、複
数チャネル利用率の高い顧客の購買実績の特徴を明らかにするというアプローチをと
っているため、購買プロセスという観点は充分に考慮されていない。一般的な購買プ
ロセスとしては、多くの顧客は購買に利用するチャネルよりも購買する商品を優先し
て意思決定を行うであろう。つまりどのチャネルを選択するのかということよりも何
を買うのかということをまずは考慮するということである。そう考えると、購買経験
を積み重ねる中で特定の企業に対する知識やロイヤルティが形成され、購買したい商
品のカテゴリが増加する、その結果、利用するチャネルも増加するというプロセスを
想定するほうが自然であろう。 
 本研究ではこうしたプロセスを想定しつつ、購買カテゴリ数をより直接的に捉える
ことにする。すなわち、購買カテゴリ数を増やしていく顧客と購買カテゴリ数を増や
さない顧客にあらかじめ顧客を分類する。その上で、複数チャネルの利用率と金銭的
な価値、および離脱率について比較を行う。 
 またその際、顧客の複数回にわたる購買を独立したものとして捉えるのではなく、
ある一定に期間内になされた複数回の購買を相互に関連のある購買すなわち1つの買
物として捉えることにする。複数チャネル利用を捉えるには、一定期間内での複数チ
ャネル利用を捉えるだけでは不十分である。顧客は複数回の購買をそれぞれ独立した
ものとして行うだけでなく、前回の購買と関連性をもって行う可能性が高まると考え
られる。たとえば、リアル店舗で商品を購買した顧客が何らかの理由で購買には至ら
なかった商品を数日以内にオンライン店舗で購買するといった状況である。 
 そこで本研究では、1 つの買物という概念を導入したい。これは、購買を 1 日で完
了すると捉えるのではなく、買い忘れや買い逃し、あるいは購買意思決定の保留によ
って、当初の購買がなされた後、数日経過してからなされる購買が発生することで最
終的な目的（買物）が達成されるということを意味する。具体的には、一定期間内に
発生した複数回の買物をひとつのまとまりとして捉える。図表1に示したように、あ
る購買が発生した後、数日内にあらたに購買が発生した場合は、1 つの買物と捉える
こととし、顧客の購買パターンとして、1 つの買物が多い顧客（頻繁にリアル店舗や
オンライン店舗を訪問し購買する顧客）とそれが少ない顧客（購買の頻度が高くなく、
1 度で買物を済ませる顧客あるいはまとめ買いをする顧客）を識別し、比較を行う。
こうした視点を導入することによって複数チャネル利用の特徴をより詳細に検討する
ことが可能となる。 
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図表1 1つの買物概念図 
 
3. 分析 
 3.1 データ 
 本研究ではアパレル企業の顧客購買データを用いる。この企業はリアル店舗とオン
ライン店舗の2つのチャネルを展開している。また、男性用・女性用・子供用の複数
のカテゴリに関するアパレル商品を展開しており、さらに男性用・女性用に関しては
複数のブランドを有している。アパレル商品は消費者の知覚リスクが高い一方で、オ
ンライン店舗での購買がなされやすい商品カテゴリであるとされる（Kushwaha and 
Shankar 2013）。一般にアパレル商品は食料品などと比較すると高価格である。また、
オンライン店舗でこうした商品を購買する場合、色やサイズ、質感などの情報が不足
しがちであり、消費者の知覚リスクは高い。しかしながら、アパレル商品は快楽的動
機に基づいて購買されることが多い商品カテゴリである。すなわち、リアル店舗での
購買経験に基づいてブランドに関する知識が増加すればオンライン店舗での購買に関
するリスクが低減することに加え、快楽的動機が購買関与を高めるため、結果として
マルチチャネル利用が促進されやすいというわけである。本研究では、顧客の購買意
思決定上の特徴がより明確にあらわれると考え、アパレル商品を分析の対象として選
定した。 
 対象となる顧客は 2010 年の 1 年間のいずれかの時点でリアル店舗においてハウス
カードを利用して初回購買を行った顧客である。したがって、2009 年以前もしくは
2011 年以降にリアル店舗でハウスカードを利用して購買を行った顧客、および2010
年においてオンライン店舗において初回購買を行った顧客は除外される。また、アパ
レル企業の助言にしたがって、一定期間に特定の金額を超える購買があった顧客につ
いては外れ値として除外している。 
 分析の対象期間は、2010年1月1日から2012年12月31日の36ヶ月である。こ
れらの条件に基づいてチャネル利用数別に顧客数を算出すると以下のようになる。す
なわち、当該期間中リアル店舗のみを利用した顧客数は1,246,414名（96.9％）、オン
ライン店舗のみを利用した顧客数は1,185名（0.09％）、リアル店舗とオンライン店舗
の 2 つのチャネルを利用した顧客数は 38,022 名（3.05％）である。これらの合計
1,285,621名の顧客が分析の対象となる。 
 
 3.2 購買カテゴリ数と複数チャネル利用の関係 
 まず購買カテゴリ数が多い顧客ほど複数チャネル利用率が高いということを確認す
る。2010 年 1 月から 2011 年 12 月までの 24 ヶ月分の購買データを用いて分析した
結果、この期間に男性が男性用の商品、女性が女性用の商品を購買する場合、すなわ
ち自分の商品を購買する顧客が複数のチャネルを利用している率は約 5％であった。
それに対し、自分のためだけでなく異性の商品も購買する場合には複数チャネル利用
日付 01   02   03   04   05   06   07   08   09   10   11   12   13   14   15   16   17   18   19   20   21   22   23   24   25   26 27   28   29   30 
購購 1つの買物 1つの買物購 購 購 購 1つの買物
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率は約 15％、そして、それらに加えて子供用の商品も購買する場合には約 20％とい
うことが示された（図表2）。以上のことから、既存研究と同様にアパレル商品に関し
ても購買カテゴリ数が多い顧客は複数のチャネルを利用する傾向があることが示され
た。 
 
図表2 購買カテゴリ別の複数チャネル利用率 
単位：％ 
 購買カテゴリ 
顧客性別 M W K MW WK MK MWK その他 合計 
男性 5.1 1.7 1.3 15.0 8.4 10.8 21.0 0.4 6.8 
女性 1.9 4.8 1.5 14.7 11.2 7.7 21.5 1.2 6.6 
全体 4.7 4.7 1.5 14.8 11.1 9.6 21.4 1.1 6.7 
M：男性用カテゴリ 
W：女性用カテゴリ 
K：子供用カテゴリ 
 
 3.3 購買プロセス別および購買パターン別の複数チャネル利用率 
 前項では対象期間を通しての複数チャネル利用率について分析した。つづいて購買
カテゴリ数を増やす／増やさないというプロセスの違いで複数チャネル利用率や購買
実績が異なることを分析する。 
 この分析では、顧客を購買カテゴリ数が増加する顧客と増加しない顧客に分類し、
それぞれの購買ブランド数、購買回数、複数日購買およびマルチチャネル利用率につ
いて比較を行う。また、分類をできるかぎり簡略化して解釈をより容易にするため、
購買カテゴリ数を増やしていく購買プロセスの示す顧客については、女性用商品から
男性用商品そして子供用商品と購買カテゴリ数を増加させる顧客のみを抽出する
（n=4,307）。先ほどと同様、24ヶ月間のデータを用いて、購買カテゴリ数が増加する
平均期間に基づいてデータを第1 期（6 ヶ月）、第2 期（8 ヶ月）、第3 期（10 ヶ月）
の3つに分割した。 
 他方、購買カテゴリ数を増やさない顧客については、24ヶ月にわたる購買期間にお
いて女性用商品のみを購買しつづける顧客を対象とし（n=46,957）、データを 8 ヶ月
ごとに第1期、第2期、第3期の3つに等分割した。 
 分析の結果を示したのが、図表 3 である。ここからわかることは次の 2 点である。
すなわち、第一に、購買カテゴリ数を増やしていく顧客は、購買ブランド数および購
買回数が増加し、複数チャネル利用率も高まるという傾向を示すのに対し、購買カテ
ゴリ数を増やさない顧客についてはそれらについてはほとんど変わらないということ
である。第二に、前項での分析と同様、購買カテゴリ数を増やす顧客とそれを増やさ
ない顧客とでは、前者のほうが複数チャネル利用率は高いということである。 
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図表3 購買プロセス別の購買実績および複数チャネル利用率 
 購買カテゴリ数増加顧客 購買カテゴリ数非増加顧客 
 
第1期 
（W） 
第2期 
（W＋M）
第3期 
(W＋M＋K)
第1期 
（W） 
第2期 
（W） 
第3期 
（W） 
1人当たり購買ブランド
数（個） 
1.4 1.9 2.1 1.4 1.4 1.4 
1人当たり購買回数
（回） 
1.3 1.6 1.7 1.3 1.3 1.3 
複数チャネル利用率
（％） 
2.6 4.5 6.0 1.3 2.1 1.7 
W：女性用カテゴリ 
M：男性用カテゴリ 
K：子供用カテゴリ 
購買カテゴリ増加顧客と購買カテゴリ不変顧客とでは各期の長さは異なる 
 
 すでに述べたように、本研究では1回の購買を独立のものと捉えるのではなく、一
定期間内の複数の購買が発生した場合、それらを1つの買物として捉える。次にこの
視点に基づいて分析を試みる。 
 分析に際して決めておくべきことは、1 つの買物と捉える購買間隔である。これに
ついては商品カテゴリによって大きく異なることが予想される。たとえば食料品など
の最寄品の場合には単一日での購買が1つの買物となる可能性は高いであろう。買い
逃しがあったとしてもそれを短期間で入手することは比較的容易だからである。その
一方でアパレル商品のような買回品や専門品、サービスの場合にはたとえ買い逃しが
あったとしても時間的・金銭的・物理的な理由からある時点では入手が難しく、結果
としてある程度日数を経てからでないと買物ができないという状況が発生しやすいと
考えられる。 
 購買間隔については既存の調査や研究を参考にすることが難しいため、本研究にお
ける対象顧客の購買間隔を推定することにした。図表4に示されるとおり、ある時点
で1回目の購買が発生した後、次の購買が起こるのはその翌日と2日後が多く、また、
7 日後も比較的多く購買が発生している。これはたとえば土曜日に購買をした場合、
翌日の日曜日や月曜日だけでなく、次週の土曜日に再び来店するといった行動を示し
ており、われわれの一般的な買物行動とも一致しているといえよう。この結果を踏ま
えて1回目の購買から7日後の購買までを1つの買物として捉えることとする。 
 
  
151 
図表4 購買間隔分布（ただし、同一日での複数回購買）を除く 
 
 また、複数日に及ぶ買物をさらに細かく分類しつつ、複数チャネル利用率との組み
合わせによって以下の5つの購買パターンを作成した。その上で、各顧客のすべての
購買についてこのパターンを当てはめ、対象期間中いずれの購買パターンでの買物が
多かったのか、その割合が最も多かったパターンを当該顧客の特徴的な購買パターン
として識別した。 
 
単一日単一チャネル：1日に1回購買（次の購買が9日以上経過後）、利用するチャネ
ルは同一 
単一日複数チャネル：1日に複数回購買、利用するチャネルは複数 
複数日単一チャネル：複数日で1つの買物、利用するチャネルは同一 
複数日買物間複数チャネル：複数日で1つの買物、複数の買物間で利用するチャネル
が異なる 
複数日買物内複数チャネル：複数日で 1 つの買物、1 つの買物内で利用するチャネル
が異なる 
 
 分析の結果を示したのが、図表5である。ここからは以下のことが読み取れる。す
なわち、購買カテゴリ数を増加させる顧客は、購買カテゴリ数を増やすにつれて単一
日単一チャネルでの購買をやめ、複数日単一チャネルへと移行する割合が多いのに対
し、購買カテゴリ数が増加しない顧客については買物のパターンあるいは利用するチ
ャネルについてはさほど変化が見られないという点である。また、購買カテゴリ数が
増加する顧客については、複数日買物内複数チャネルの購買パターンをとる顧客が比
較的に複数のチャネルを利用する率が高いことがわかる。こうしたことから、複数の
カテゴリについて商品を購買しようとする顧客は1回の買物を済ますのではなく、時
間をかけ複数のチャネルを利用して商品を検討し、買物を完結させる傾向にあるとい
うことが推測される。 
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図表5 購買パターン別の顧客割合 
単位：％ 
 
購買カテゴリ増加顧客 購買カテゴリ数非増加顧客 
第2期 
（W＋M） 
第3期 
（W＋M＋K）
第2期 
（W） 
第3期 
（W） 
単一日単一チャネル 69.0 60.2 79.4 80.2 
複数日単一チャネル 26.6 33.9 18.5 18.0 
単一日複数チャネル 1.4 1.8 1.0 0.8 
複数日買物間複数チャネル 1.2 1.2 0.4 0.3 
複数日買物内複数チャネル 1.9 2.9 0.8 0.6 
複数チャネル利用率 4.5 6.0 2.1 1.7 
W：女性用カテゴリ 
M：男性用カテゴリ 
K：子供用カテゴリ 
購買カテゴリ増加顧客と購買カテゴリ不変顧客とでは各期の長さは異なる 
 
 3.4 顧客の金銭的価値 
 つぎに、さきほどの購買パターンを用いて顧客の金銭的価値について分析を行う。
ここでは、金銭的価値を対象期間中の累積購買金額と定義し、各顧客について算出を
行った。分析の結果をまとめたのが図表6である。組み合わせが多数になるため、こ
こでは累積購買金額の大きかった上位5つの購買パターンのみを示している。 
 ここからは、購買カテゴリ数を増やした顧客、増やさない顧客の両方について、単
一チャネルを使い続ける顧客よりも、複数のチャネルを利用する顧客のほうが累積購
買金額は大きくなることが明らかとなった。とりわけ優良性が高いのは、1 つの買物
を複数日にわたって複数チャネルを利用して行っている顧客であった。さらに図表 6
には示していないが、購買カテゴリ数を増やす顧客のほうが購買カテゴリ数を増やさ
ない顧客よりも優良性が高いことも示された。購買カテゴリ数を増やした中で最も累
積購買金額が大きかった購買パターンと購買カテゴリ数を増やさなかった中でのそれ
を比較すると、前者の累積購買金額は後者のおよそ1.2倍である。 
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図表6 購買パターン別の顧客の金銭的価値（上位5パターン） 
購買カテゴリ数を増やす顧客 
順位 
購買パターン 
累計購買金額比率 
第2期（W＋M）  第3期（W＋M＋K） 
1 複数日買物内複数チャネル → 複数日買物内複数チャネル 5.8 
4 複数日買物間複数チャネル → 複数日買物内複数チャネル 5.1 
2 複数日買物内複数チャネル → 複数日買物間複数チャネル 4.2 
3 複数日単一チャネル → 複数日買物内複数チャネル 3.6 
5 複数日買物内複数チャネル → 複数日単一チャネル 3.1 
 
購買カテゴリ数を増やさない顧客 
順位 
購買パターン 
累計購買金額比率 
第2期（W）  第3期（W） 
1 複数日買物内複数チャネル → 複数日買物内複数チャネル 4.5 
2 複数日単一チャネル → 複数日買物内複数チャネル 3.8 
3 複数日買物間複数チャネル → 複数日買物間複数チャネル 3.6 
4 複数日単一チャネル → 複数日買物間複数チャネル 3.5 
5 複数日買物内複数チャネル → 複数日買物間複数チャネル 3.4 
W：女性用カテゴリ 
M：男性用カテゴリ 
K：子供用カテゴリ 
累計購買金額比率：期間を通じて単一日単一チャネルを示した顧客の累積購買金額に対する比率 
 
 3.5 購買カテゴリ数を増やす顧客と増やさない顧客の離脱率 
 最後に、購買カテゴリ数を増やす顧客と増やさない顧客の離脱率について分析を行
う。既存研究においては、オンライン店舗のみを利用する顧客は離脱しやすいことが
指摘されている（Ansari, Mela and Neslin 2008）。また、オンライン店舗とリアル店
舗の2つのチャネルを利用している顧客の離脱率はオンライン店舗のみを利用する顧
客に比べて低いことが明らかとなっている（大瀬良 2013）。そこで2010年から2011
年の間にリアル店舗のみの利用からリアル店舗およびオンライン店舗の利用へと利用
するチャネルを増やした顧客のうち、その後の24ヶ月間（2012年）においてまった
く購買がなかった顧客を離脱顧客と捉え、その割合について検証した。なお、ここで
は購買カテゴリ数だけでなく、ブランド数および購買回数も分類の基準とした。分析
の結果をまとめたのが図表7である。 
 ここでは以下の点が明らかとなった。第一に、購買カテゴリ数と複数チャネル利用
は、離脱率とも関連があることということである。購買カテゴリ数が増加した顧客が
2 つのチャネルを利用するようになった場合には、離脱率は全体として 15.2％から
5.2％と大きく減少する。それに対して、購買カテゴリ数を増やさなかった顧客が利用
するチャネルだけを増やしたとしても、その離脱率は14.9％から13.7％とほとんど変
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わらないことがわかる。第二に、リアル店舗とオンライン店舗の2つのチャネルを利
用した場合でも離脱率が高まる場合があるということである。とくにそれがよく示さ
れているのは、購買カテゴリ数を増やさなかった顧客の場合である。こうした顧客に
ついては、たとえ複数のチャネルを利用するようになっても購買ブランド数や購買回
数を減らしてしまうと離脱してしまうことが示されている。このことは大瀬良（2013）
の結果とは異なっており、新たな知見であるといえる。 
 
図表7 購買カテゴリ数の増加／非増加と離脱率の関係 
単位：％ 
購買カテゴリ数を増やす顧客 
ブランド数 購買回数 
離脱率 
リ（第2期）→リ（第3期） リ（第2期）→リ・オ（第3期） 
減少 
減少 21.7  9.1  
不変 7.0  0.0  
増加 5.8  8.3  
不変 
減少 15.2  18.2  
不変 12.3  0.0  
増加 2.8  0.0  
増加 
減少 9.8  0.0  
不変 5.6  0.0  
増加 2.1  0.0  
全体 16.5  5.2  
 
購買カテゴリ数を増やさない顧客 
ブランド数 購買回数 
離脱率 
リ（第2期）→リ（第3期） リ（第2期）→リ・オ（第3期） 
減少 
減少 20.3  20.8  
不変 7.7  0.0  
増加 5.7  11.8  
不変 
減少 14.8  22.2  
不変 9.0  0.0  
増加 4.1  13.8  
増加 
減少 10.8  20.0  
不変 10.2  0.0  
増加 4.0  0.0  
全体 14.9  13.7  
リ：リアル店舗 
オ：オンライン店舗 
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4. まとめと考察 
 本研究では、アパレル商品を対象として複数チャネル利用とその金銭的価値につい
て検証を行った。既存研究との違いを明確にしつつ述べると、本研究は以下のような
特徴を有している。第一に、これまでは明確に分析されてこなかった、購買カテゴリ
数と複数チャネル利用および金銭的価値について着目した点である。本研究における
購買カテゴリとは男性用・女性用・子供用という分類であり、厳密にはアパレル商品
におけるサブカテゴリを捉えたということになる。しかしながら、価格帯や購買動機、
そして使用者が異なるという意味でこれらは異なる商品カテゴリであるといえるであ
ろう。 
 分析の結果、購買カテゴリ数が増加する顧客のほうが複数のチャネルを利用しやす
いことを明らかにした。この結果は先に挙げたThomas and Sullivan（2005）、Kumar 
and Venkatesan（2005）や大瀬良（2014）における分析結果の頑健性を高めるもの
である。 
 第二に、1 つの買物という概念を用いてどのような購買パターンを示す場合により
複数チャネル利用が促進されるのかということについて検証した点である。これまで
購買のパターンの違いを考慮して複数チャネル利用や金銭的な価値の違いについて検
証した研究はなく、その意味で本研究は新たな視点を提供するものである。 
 結果として、購買カテゴリ数を増やす顧客は、その過程において複数のチャネルを
利用するようにもなるが、購買のパターンとしても複数日にわたって1つの買物をす
るようになるということが示された。またそうした顧客については購買金額が多いこ
とが示され、企業にとってより多くの利益をもたらす顧客であることが明らかとなっ
た。このことから推測されるのは、購買カテゴリ数を増やしていく顧客はもともとア
パレル商品に対する購買意欲が強いか、比較的短期のうちに多くの商品カテゴリを比
較・検討し、購買をする中でロイヤルティを形成している可能性があるということで
ある。 
 第三に、既存研究とは異なり、リアル店舗とオンライン店舗という複数のチャネル
の利用経験がある顧客であっても、離脱率が高まる顧客層が存在しうることを示した
点である。こうしたことが起きやすいのは、購買カテゴリ数が増えないことに加え、
購買ブランド数や購買回数のいずれかが減少するような顧客層である。このことは複
数のチャネルを利用するようになればかならず顧客の金銭的価値が高まるというわけ
ではないことを示唆している。したがって、企業はマルチチャネル戦略や O2O マー
ケティングを展開する上では、複数のチャネルに関する利用促進を図るだけではなく、
購買カテゴリ数を増やすための活動に取り組むことが求められる。 
 実務的なインプリケーションとして以下の点を挙げることができる。第一に、企業
が複数のチャネルの利用促進を図り、ショールーミングに対応しようとする場合には
購買金額だけでなく、購買カテゴリ数に着目すべきということである。換言すれば、
自社で顧客のアソートメント形成をどの程度助成できているのかということについて
把握しておく必要があるということである。購買カテゴリ数が増加しないということ
は、顧客がその企業との取引だけでは自らのアソートメントを形成できないというこ
とを意味する。購買カテゴリ数が増えていけば、新しい商品との出会いや購買そのも
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のの楽しさ、利便性を求めて複数のチャネルを利用するようになるであろうし、企業
にとっての金銭的な価値も高まるであろう。 
 第二に、O2Oマーケティングを展開する上では、単に顧客のチャネル遷移や複数チ
ャネルの利用促進を図るためではなく、それによって購買カテゴリ数を増やすことが
できるのかということを考慮した施策を検討すべきということである。現在、多くの
企業が、顧客に対しリアル店舗とオンライン店舗のどちらでも利用できる共通クーポ
ンを発行するといった O2O 施策を展開している。しかしながら、本研究の成果を踏
まえれば、こうした施策では充分ではなく、より重要なことは購買カテゴリ数を増や
すような施策を実施するということである。 
 複数のチャネルを利用する顧客の金銭的な価値が大きいことは、もはや一般化のレ
ベルに達している。今後のぞまれる研究の方向性としては、複数チャネルを利用する
顧客がなぜ多くの購買を行うのかということについて包括的な理解を得ることが目指
されるべきであろう。本研究においても購買カテゴリ数が複数チャネル利用や金銭的
価値と関連があることを示したが、因果関係を示すものではない。あるいは何が購買
カテゴリ数に影響を与えるのかという点についても充分理解されていない。実務家か
らはそもそも購買カテゴリ数が多い顧客は購買意欲が旺盛なだけであり、企業が顧客
のチャネル利用をコントロールすることは難しいのではないかといった声があがって
いるとも聞く。 
 また今ひとつの方向性としては、O2Oマーケティングの効果を測定するというもの
であろう。チャネル共通クーポン、購買に利用したチャネルとは異なるチャネルへの
商品の返品、あるいはオンライン店舗で購買した商品のリアル店舗での受取りなど、
企業は手探り状態でこれら施策を展開している。しかしながら、その成果についての
理解は充分ではない。より効果的な施策とはどのようなものであるのかということも
含めた効果測定がなされるべきであろう。 
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